
                                                             

 

福岡県市町村職員研修所基本方針 
 

人材育成の主体は市町村であり、組織のそれぞれの職場の所属長がその責務を担っています。 

福岡県市町村職員研修所は、このことを念頭に置きながら、集合研修所という立場で市町村

と連携して調査研究を行い、職員の専門的・実践的な能力の向上を図るだけでなく、人材育成

に関する情報を提供していく役割を担っていきます。また、全体の奉仕者としての倫理観や責

任感、人権意識の高揚を図り、基本理念に掲げる行政人の育成を目指します。 

 

《基本理念》 

 創造性豊かな行政人        Creation 

  時代の変化を的確に把握し、行政課題の発見と必要な政策立案に創造性を発揮し、前例や

慣例にとらわれることなく、日々新たな仕事や課題に果敢に挑戦する、前向きで創造性豊か

な行政人の育成を目指します。 

 自律性の高い行政人        Autonomy 

  地域の特性と固有の資源を生かし、個性あるまちづくりを進めるために常に自己啓発に努

め、住民の視点と幅広い経営的視野を持ち、自ら創意工夫に励む自主・自律性の高い行政人

の育成を目指します。 

 協調性に富んだ行政人       H a r m o n y 

様々な分野での幅広い交流を通し、職員としての個性・能力を磨き、共通の組織目標の実

現に向けて、異なる個性を生かし得る協調性に富んだ行政人の育成を目指します。 

〈事業体系〉 

研修所事業は、「研修事業」と「連携事業」の２つの事業で構成します。 

 

 1 研修事業 

研修事業は、目的に応じて「階層別研修」「選択研修」「課題研究」「特別研修」の４つに

分類し実施します。加えて、研修を通して市町村間のネットワーク形成に繋げます。詳細

は各年度の研修実施計画において明示します。 

 

2 連携事業 

連携事業は、市町村への「研修に係る財政支援」「情報提供」等に分類します。詳細は各

年度の研修実施計画において明示します。 



                                                             

 

〈実施体制〉 

当研修所は、市町村をはじめとした関係団体等と連携し、調査研究を行い、市町村がも

つニーズを捉えた研修所事業を実施します。 

1 市町村との連携 

市町村との意見交換を通して、人材育成等の状況や課題を聴収し、研修所事業への反映

を検討します。 

 

２ 研修実施計画検討会議 

各地域を代表する市町村の研修担当係長等を検討委員に委嘱し、当会議で意見を得なが

ら、研修所事業の企画立案を行います。 

 

３ 福岡県市町村職員研修運営協議会 

各地域を代表する市町村の研修担当課長等で組織された当協議会で研修所事業を審議し、

研修実施計画を策定します。 

 

４ 他団体との連携 

福岡県内外に関わらず他団体と連携し、全国的な情勢や取り組みを踏まえ、事業の検討

を行います。 
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以上、基本方針に基づき、福岡県市町村職員研修所を運営していきます。 
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令和５年度研修実施計画

 

福岡県市町村職員研修規則第１１条に基づき、令和５年度の研修の実施計画を、以下のとおり

定めます。 

 

１ 基本事項 

福岡県市町村職員研修所は、「福岡県市町村職員研修所基本方針」に基づき、市町村職員の人

材育成を総合的に支援する研修所として、市町村とともに研修所事業（研修事業、連携事業）に

取り組みます。 

 

２ 主な取り組み 

（１）研修環境・内容の充実 

ア 市町村職員中央研修所(ＪＡＭＰ)が実施する巡回アカデミーを招聘し、最先端の研修を

地元で学ぶ機会を提供します。 

※ 巡回アカデミー：市町村職員中央研修所(ＪＡＭＰ)で実施する専門実務課程を３日

間程度に凝縮し、毎年度全国で２か所開催されている。 

イ 令和３年度から２カ年計画で進められた大規模改修工事が令和４年度で完了し、研修運

営の制約がなくなったため、職務能力研修を再開し、併せて新規カリキュラムを導入し

ます。 

  また、階層別研修については、新規採用職員研修（前期）を新卒者と社会人経験者に、

部長研修を現任課長研修（町村職員対象）と部長研修（市職員対象）に分けて実施する

などの変更を行い、さらなる内容の充実を図ります。 

ウ 座学のみの講義形式の研修のなかで、対面による講義との効果に大きな差異が生じない

と思われる研修については、オンライン研修を実施します。 

エ ウィズコロナ・アフターコロナへの変容として、コロナウイルス感染症拡大防止等に配

慮しながら、宿泊研修を基本とします。 

 

（２）市町村への財政支援 

ア 市町村職員中央研修所(ＪＡＭＰ)、全国市町村国際文化研修所(ＪＩＡＭ)が実施する研

修への受講に対して、引き続き補助金を交付します。 

イ 人材育成に係る研修助成金については、組織内研修の経費助成だけでなく、民間の研修

団体への派遣に係る参加費も助成対象として引き続き実施し、より多くの市町村に活用

してもらえるよう研修の企画・立案の支援や講師情報の提供に努めます。 

 

３ 研修の体系及び概要 

（１）研修体系 



 

 

研修体系は、「階層別研修」「選択研修」「政策課題研究」「特別研修」の４つのカテゴリーで

構成します。 

なお、「選択研修」は修得する能力ごとに分類します。 

（２）研修の概要 

① 階層別研修 

  各職位の就任期及び採用７年以下の職員に重点を置き、必要な知識・能力の修得ができるよ

うにしています。また、階層別研修では原則として、人権学習を実施します。 

■新規採用職員対象研修 

職務に必要な基礎的知識・技能の修得とともに、対人関係能力と接遇の向上に重点を置いて、

前期、後期で実施します。 

■一般職員対象研修 

採用後３～７年の職員を対象に課題発見及び解決能力などの政策執行能力の向上を目的に

実施します。 

■新任係長対象研修 

監督者としての役割を認識し、必要なマネジメント能力、人材育成能力の向上を目指して実施

します。 

■新任課長対象研修 

管理者としての役割を認識し、必要なマネジメント能力、行政経営能力の向上を目指して実施

します。 

■部長対象研修 

部長級としての役割を認識し、必要なマネジメント能力向上を目指し、自部署の使命を改めて

再認識します。 

■再任用職員対象研修 

組織で求められる役割を認識し、これまでの知識や経験を活かし、現役職員のロールモデルを

目指します。 

② 選択研修 

各市町村がそれぞれの人材育成基本方針に基づき職員の能力開発ができるよう、また、職員が

より高度な専門知識を修得できるよう実施します。「法務能力研修」「職務能力研修」「実務能力

研修」の３つの柱を立て、多様な研修課目を設定しています。 

■法務能力研修 

法的知識の修得、政策法務を中心に法務能力向上を目指します。 

■職務能力研修 

個人や組織において職務を迅速かつ効率的に遂行するための技能修得や問題解決能力、コミ

ュニケーション能力の向上を目指します。 

■実務能力研修 

業務を遂行するにあたり必要な知識の修得を目指します。 

③ 政策課題研究 



 

 

 市町村が直面する課題について先進事例や専門家に学び、政策形成に役立てます。 

④ 特別研修 

 現在の行政課題に焦点を当てた研修や、市町村の研修ニーズに対応した研修を行います。 

⑤ 相互受入研修（休止） 

 研修課目の充実と研修参加の機会拡大を図るため、福岡県職員研修所と相互に研修生を受 

け入れ実施します。 



令和５年度　研修体系図

研

修

所

研

修

選択研修 法務能力研修

政策法務研修（入門編）、法制執務基礎研修、

情報公開・個人情報保護研修、地方公務員法研修

職務能力研修

相互受入研修 （福岡県職員研修所主催）

問題解決能力向上研修、自分も相手も大切にするコミュニケーション能力向

上研修、政策形成研修、クレーム対応基礎研修、ハードクレーム対応研修、

分かりやすい説明の仕方研修

コーチング研修、タイムマネジメント研修、

カウンセリング・マインド養成研修

管理監督者のためのメンタルヘルス研修、交渉力研修、

OJT研修（一般職員向け）、OJT研修（管理監督者向け）、

会議進行・協働促進のスキル向上研修、リスクマネジメント研修

実務能力研修

市町村民税研修、固定資産税（土地）研修、固定資産税（家屋）研修、

地方公営企業会計研修、契約事務研修、地方公会計研修、

採用試験面接官の面接力アップ研修、給与事務新任者研修、

税徴収事務新任者研修、税徴収事務実務者研修、

使用料等の債権回収事務研修、研修企画担当者研修、

社会福祉法人監査研修、

政策課題研究 政策課題研究「F-labo(エフラボ）」

特別研修 市町村⾧特別セミナー、課題別セミナー、

＊太字は再開研修等、太字二重線は名称変更、黒抜きは新規研修。

階層別研修

新規採用職員研修（後期）

一般職員研修

新任係⾧研修

新任課⾧研修

部⾧研修

再任用職員研修

（JAMP）巡回アカデミー

ヒューマンエラー防止研修、リーダーのためのレジリエンス研修、

自治体職員のナッジ研修、伝わるデザイン術研修、

ハラスメント防止研修、議会答弁作成研修

広報紙作成力向上研修、複式簿記研修

新規採用職員研修（前期）「新卒者」、新規採用職員研修（前期）「社会人経験者」」

現任課⾧研修




































































